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令和２年 第１回定例会 質問項目 
 
２月１７日までに「質問通告」を受けた内容に基づく
ものです。実際に行われる質問内容と異なる場合があ
りますので、あらかじめご承知おきください。 

 

 

令和２年２月２０日（木）実施予定 

 

 
１ 鈴 木 たかや 議員 （自民党議員団） 

１ 情報・アイデアの活用について 

⑴ 民間アイデア提案制度について 

現時点でどのような制度にするのか。 

⑵ 行政情報分析基盤システムについて 

住民基本台帳の活用について 

⑶ 次世代移動通信システム（５Ｇ）の活用について 

期待する効果は。 

２ 港区基本計画策定について 

⑴ みなとタウンフォーラムの提言について 

港区基本計画にはどのように反映するのか。 

３ さまざまな聞こえの状態の解消に向けた対策について 

⑴ 国と連携しながら補聴器使用への支援を検討することについて 

区ならではの補聴器使用への支援をするべきかと考えるがいかがか。 

⑵ 港区医師会の高齢者難聴早期発見のための聴力検診事業を拡大することについて 

港区医師会の聴力検診事業を責任を持って引き継ぎ、健康対策の一つの事業として拡大

してもよいと考えるがいかがか。 

４ 会計年度任用職員制度について 

⑴ 計画的な人材育成や人材活用について 

会計年度任用職員の計画的な人材育成や人材活用をどのように考えるか。 

⑵ 教育にかかわる専門職の評価待遇について 

区費講師の評価をどのように行い、教育の質に還元していくのか。 

５ 港区版ふるさと納税制度について 

現状と新たな取り組みについて 

６ 内部統制制度の導入について 

港区としての対応は。 
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７ 羽田空港機能強化に関する区の対応について 

⑴ 羽田新飛行経路を恒久化しないように国に求めることについて 

⑵ 区独自の騒音測定後の対応について 

今後の対応について 

８ 港区が目指したい男女平等参画のあり方について 

⑴ みなとマリアージュ実施に向けた理解増進について 

これまで同様、丁寧に理解を深めていくことの必要性について 

⑵ 学校と制服の見直しについて 

今後の議論の進め方について 

９ 感染症対策について 

⑴ 新型コロナウイルス等に対する区の対応について 

自治体としてどのようなことが可能で、どのように行うのか。 

⑵ 住宅宿泊事業者について 

どのように指導し、周知をしていくのか。 

⑶ 東京２０２０大会に向けた感染症対策について 

今回の新型コロナウイルス等の事態の収束と今後の対応について 

10 港区長選挙について 

投票率の低さが問われているが、次期港区長選挙の対策は。 

11 地域が抱える諸課題について 

⑴ 町会・自治会について 

区長はこれまで地域を支えてきた町会・自治会の現状と課題をどう捉えているか。 

⑵ 芝地区の人口増加について 

  今後も芝地区は児童数が増え続け、小学校の教室不足などが予想されるという状況を区長、

教育長はどのように考えるか。 

12 受動喫煙を防止する取り組みについて 

⑴ 喫煙所の設置について 

喫煙者にも配慮した、全ての人にやさしい環境づくりについて 

13 民間企業との人事交流について 

今後の進め方について 

14 産業振興の取り組みについて 

⑴ 新たな商店街振興施策について 

⑵ オープンイノベーションの推進について 

15 タブレット端末活用推進の効果について 

どのような効果が期待できるのか。 
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16 新学習指導要領について 

⑴ 社会に開かれた教育課程について 

教育長の見解は。 

⑵ 国民の祝日について 

  制定された意義を教えることについて 

17 その他 

 

 
２ 七 戸 じゅん 議員 （みなと政策会議） 

１ 令和２年度予算における重点施策について 

⑴ 重点施策に向けた区政の状況や今後の課題について 

⑵ 重点施策に関する具体的な取り組みについて 

２ 次期港区基本計画策定について 

現時点における次期港区基本計画策定に向けた方向性や考え方について 

３ 離婚後の養育費に関する支援について 

ひとり親家庭の生活基盤を守るため、離婚後の養育費に関する支援が必要。 

４ ＢＲＴ（バス・ラピッド・トランジット）との連携について 

ＢＲＴの運行に関する今後の見通しと、区の関わりについて 

 ５ 旧耐震基準の分譲マンションの建て替え支援について 

   建て替えが促進されるよう、実態やニーズの把握をさらに進め、建て替え促進策を拡充すべき。 

 ６ 台風等の自然災害対策について 

   昨年の台風被害の経験を踏まえ、台風等の自然災害対策にどのように取り組んでいくのか。 

 ７ たばこ対策について 

   みなとタバコルールやみなとタバコ対策優良施設登録による受動喫煙対策などを進めてきた

が、東京都受動喫煙防止条例の施行や東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会も

踏まえ、たばこ対策をどのように進めていくのか。 

 ８ ＩＣＴの活用について 

   ア ＩＣＴを活用した区政情報の発信についての区の考えは。 

   イ 区民の利便性向上と行政の効率化に向けたＩＣＴ活用推進の今後の取り組みは。 

 ９ 入札・契約制度について 

   制度改善のこれまでの取り組みと今後の進め方について 

 10 図書館職員が担う役割について 

区立図書館における会計年度任用職員が担う役割について 

 11 その他 
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３ なかね  大  議員 （公明党議員団） 

１ 新型コロナウイルス対策について 

⑴ 危機管理体制について 

危機管理の観点から不測の事態に備えた対応と手順の明確化について 

⑵ 人員確保について 

さまざまな対応にあたっての人員確保への取り組みについて 

⑶ 医療体制の強化について 

医療機関の連携と医療体制の強化について 

⑷ 高齢者施設への対応について 

高齢者施設における集団感染防止に向けた対策について 

⑸ 周知・啓発方法について 

わかりやすい動画を活用した周知・啓発方法を配信することについて 

⑹ その他 

２ 令和２年度都区財政調整における成果と今後の取り組みについて 

ア 令和２年度都区財政調整協議会における成果について 

イ 残された課題や今後の財政調整協議に向けた取り組みについて 

ウ その他 

３ 地区防災計画の推進と避難所の拡大について 

⑴ 地区防災計画の推進について 

地区防災計画を推進していくことに対する認識と課題についてどのように考えているのか。 

⑵ 区民避難所の拡大について 

人口増加に伴い、区内の都立高校にも協力を要請するなどして避難所の拡大に努めるべき。 

⑶ その他 

４ ＳＤＧｓの取り組みに対する考えについて 

ア 区の取り組みの積極的な発信について 

イ その他 

５ アプリを活用した情報発信について 

ア 港区で配信している６種類のアプリのうち、昨年、３種類が配信終了となった。今後、

新たなアプリの配信に向け、効果性、継続性、安定性などについて統一的な対応が必要と

考える。 

イ その他 

６ 子どもを交通事故から守る安全対策としてのキッズゾーンの設置について 

ア 設置にあたっての考え方や、体制についてどのように進めて行くのか。 

イ その他 
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７ 東京２０２０大会に向けた、みなとタバコルールの周知啓発等について 

ア 令和２年４月に全面施行される東京都受動喫煙防止条例等のルールが守られ、「たばこ

のない五輪」が実現できるよう、みなとタバコルールの巡回指導や周知啓発を拡充すべき。 

イ その他 

８ 子ども家庭支援センター移転を見据えた、産前産後の切れ目ない産後ケア支援体制の構築に

ついて 

ア 令和３年４月の同センター移転後も、ネウボラの精神を貫徹でき、みなと保健所と建物

が離れても切れ目ない支援が提供できるような体制づくりを早期に検討すべき。 

イ その他 

９ 就労困難者への就労支援について 

ア ソーシャルファーム、短時間雇用、テレワークの観点から、特に障がい者への就労支援

を推進するための取り組みについて伺う。 

イ その他 

10 放課後等デイサービスの充実に向けた取り組みについて 

ア 事業所間の連携を図るため、区が積極的に関わるべき。 

イ その他 

11 港区観光大使を活用した情報発信の強化について 

ア 情報発信などの活動が大使によってばらつきがあるため、不正防止の観点からも区とし

て積極的に関わるべき。 

イ その他 

12 ＧＩＧＡスクール構想実現のための環境整備について 

ア 国の令和元年度補正予算による千載一遇の機会を逃すことなく、子どもたちへの１人１

台の学習用端末と高速大容量の通信ネットワークの一体的な整備を加速すべき。 

イ その他 

13 その他 
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４ 榎 本  茂  議員 （都民ファーストと日本維新の会） 

１ 受動喫煙対策について 

⑴ 巡回指導員について 

費用対効果の分岐点を過ぎているのではないか。 

⑵ 方針について 

たばこを止めたい人への支援に重点をおくべきではないか。 

２ 環境にやさしく魅力あるまちの整備について 

⑴ プラスチックごみの発生の抑制について 

  具体的で、効果的なより強い意志を示すべきではないか。 

３ ３歳児健康診査における眼科検診について 

⑴ 眼科検診について 

  他覚的屈折検査機器の導入がなされることになったが、未受診の子どもたちへの対応と区

の考え方について伺う。 

４ 東京２０２０大会のレガシーについて 

⑴ イギリスとの交流について 

  お台場学園をイギリスオリンピック委員会へ提供する機会を捉えて、子どもたちがイギリ

スと交流できる継続的な仕組みづくりを模索することについて伺う。 

 ５ その他 

 

 

５  風 見 利 男 議員 （共産党議員団） 

１ 児童・生徒の交通安全対策について 

２月４日、登校中の児童が青信号の横断歩道で左折車にひかれて死亡するという、悲しい事

故が起きた。二度と同じような事故が起きない対策を求める。 

ア なぜ、事故を防げなかったのか。しっかりと検証すること。 

イ 全ての通学路を緊急に総点検し、危険な場所には安全対策の人員を配置すること。 

ウ その他 

２ 港区上空を低空で飛行する羽田空港新飛行計画の撤回について 

２月２日から実機飛行確認が突然始まり、区民はびっくり仰天。私たちのところに「魚籃坂

を歩いているけれど次から次へと飛行機が飛んでくる」「こんなにひどいとは思わなかった」

等々、何本も電話が、港区にも３日には５０件以上の声が届いたとのこと。 

国土交通省等の発表では、高輪台小学校で８１デシベル、東京都中央卸売市場食肉市場で 

８６デシベルを観測した。「区民の安全・安心と生活環境を守る」というのであれば、区民が

求める港区を含む都心上空の飛行計画の撤回を、国に要請すること。 
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３ 異常気象から地球環境、区民のいのちと健康、日常生活を守ることについて 

世界的規模での気候変動は極めて深刻です。 

２０１５年に採択された、パリ協定は、世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して、２度

より十分低く抑え、１．５度に抑制する努力目標を設定し、そのために２１世紀までに人間活

動による温室効果ガスの排出量を実質的にゼロにする方向性を打ち出した。１．５度の上昇で

あっても、深刻な熱波、嵐、水不足、山林火災、食糧生産の不安定化などは生じるとされてい

るが、現在の各国の目標合計では、２１世紀末には約３度の気温上昇が起こると予想され、そ

うなった場合の破壊的影響ははかり知れない。 

今年は、地球温暖化対策の国際的枠組みである、パリ協定が本格的に始動する年です。温室

効果ガス排出の「実質ゼロ」に向けて、世界の取り組みが緊急性を増している。 

港区としてできることは何でもやっていかなければならない。特に、超高層ビルの林立でヒ

ートアイランド現象を招いている港区、ＣＯ₂ 排出量の一番多い港区の責任は重大。 

  ア 世界中で広がっている「気候非常事態宣言」を港区で行うこと。 

イ ＣＯ₂ の「実質ゼロ」を目指すよう、国に意見具申すること。 

ウ 現在の分別収集をさらに拡大し、焼却するものを大幅に減らす努力をする。分別方法を

さらに周知・徹底すること。 

エ 紙おむつのリサイクルを制度化すること。 

オ マイボトルで水道水を飲む運動が世界中で広がっている。国内でも奈良県生駒市などで

進んでいる。区内のお店などの協力を得て給水スポットを設け、ペットボトルをなくす取

り組みを進めること。 

カ 港区でマイバックをつくること。 

キ 地球温暖化に対し、何ができるだろう。学校での環境教育の取り組みをさらに進めること。 

ク その他  

４ 神宮外苑地区の再開発について、白紙撤回を求めることについて 

三井不動産株式会社、宗教法人明治神宮、独立行政法人日本スポーツ振興センター、伊藤忠

商事株式会社は、神宮外苑一帯の開発を計画。ホテル併設の高さ６０メートルの野球場をイチ

ョウ並木に迫って建設。神宮球場のところにラクビー場の建設。１９０メートル、１８５メー

トル、７０メートルの超高層ビルを計画しており、環境破壊、緑の破壊、景観の破壊、憩いの

場をなくすという大問題の計画。そのために、都心の貴重な運動施設である軟式野球場、室内

練習場、フットサル場、テニスコート、バッティングドームをなくしてしまう。 

   事業者は１月２３日、２６日に説明会を開催したが、質問に対してもまともに答えない。ご

理解いただきたいと言いながら説明に使ったスライドを紙媒体で提出するよう要求しても出そ

うとしない。 
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港区は、神宮外苑銀杏並木周辺を景観形成特別地区に指定し、景観を何よりも大切に守る地

域とし、景観重要公共施設として神宮外苑銀杏並木を位置づけている。 

神宮外苑の環境、景観は、一度破壊したら取り返しがつかない。貴重な緑、憩いの空間、都

心の貴重な運動の場を破壊する開発計画は白紙撤回すべき。 

ア 「神宮外苑地区まちづくり」に関するお知らせでは、各行政機関（東京都・新宿区・港

区）と協議を進めているとしている。協議の内容を公表すること。 

イ 三井不動産株式会社、宗教法人明治神宮、独立行政法人日本スポーツ振興センター、伊

藤忠商事株式会社に対し、計画の白紙撤回を要請すること。 

ウ 東京都に対し、事業者の提案を受けつけないよう、要請すること。 

エ 事業者に対し、全都民・国民を対象にした説明会の開催を要請すること。 

オ その他 

５ 妊産婦の医療費助成制度について 

ア 母子保健の向上と福祉の増進を目的に、妊産婦の医療費を助成する自治体が増えている。

県段階で実施しているのが４県、１４０を超える自治体で実施。 

「子育てするなら港区」として、妊産婦の医療費の助成を行うこと。 

イ その他 

６ 青山地域に生鮮三品や日常生活用品を買えるお店の誘致について 

今まで何度もこの問題について質問してきた。区長は、北青山三丁目地区まちづくりプロジ

ェクト民活事業者等に生鮮三品を含む食料品及び日常生活用品を取り扱う店舗の誘致を要望し

ていると答弁。 

５月にはオープンすると聞いているが時間はない。 

「ちぃばす」青山ルート六本木ヒルズ行きの場合は、ハチ公バスと都営バスの降車専用の北

青山三丁目バス停が使えれば、新設予定のお店に行きやすくなる。 

ア 再度、生鮮三品を含め、食料品及び日常生活用品を取り扱う店舗の誘致を要請すること。 

イ 北青山三丁目バス停に「ちぃばす」を停車させること。 

ウ その他 

  

 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 

７ ＪＲ等の駅のホームドアの設置について 

１月１１日、ＪＲ日暮里駅で視覚障害の方が京浜東北線側のホームから転落し、電車にひか

れて死亡した。ホームドアは設置されていなかった。 

現在、区内の駅でホームドア未設置の駅は、ＪＲ東日本では、新橋駅、浜松町駅、田町駅、

品川駅。ＪＲ東海では、品川駅。京浜急行では、京浜急行本線品川駅。東京メトロでは、神谷

町駅、六本木駅、広尾駅。都営地下鉄では、泉岳寺駅、高輪台駅。 

ア ホームドアの設置を急ぐよう、要請すること。 

イ 設置までの間、視覚障害者への声かけ徹底を要請すること。 

ウ その他 

８ 学校給食の無償化の実施について 

学校に支払う費用の中で給食費は高額だ。「義務教育はこれを無償とする」（憲法第２６

条）ことから給食費も無償にすべきというのが私たちの立場だが、今回は少しでも保護者の負

担を軽減するための提案です。 

世田谷区では、昨年１０月から就学援助の基準を改正し、所得５６４万円以下（給与収入７

６０万円以下：両親と子２人）の世帯は、給食費を無償にした。 

ア 保護者負担を少しでも軽減するため、港区も基準所得額を引き上げ、給食費が無償とな

る対象を拡大すること。 

イ その他 

９ 学校給食のパンの安全の確保、残留農薬検査の実施について 

教育長は、「農林水産省及び厚生労働省の残留農薬基準に関する検査に合格し、輸入した小

麦を使用している」から問題ないとの答弁。 

国の「残留農薬基準内だから大丈夫」でいいのでしょうか。児童・生徒が毎日のように食べ

ているパンに発ガン性が指摘されているグリホサートが含有されていたら大問題。 

  ア 公益財団法人東京都学校給食会に対し、小麦粉とパンのグリホサートなど残留農薬の検

査を要請すること。 

イ 公益財団法人東京都学校給食会が検査をしないなら、児童・生徒の将来にかかわること

ですから、港区独自で小麦粉とパンの検査を実施すること。 

ウ 学校給食のパンは国産小麦や米粉に切り替えること。 

エ その他 

10 その他 
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令和２年 第１回定例会 質問項目 
 
２月１７日までに「質問通告」を受けた内容に基づく
ものです。実際に行われる質問内容と異なる場合があ
りますので、あらかじめご承知おきください。 

 

 

令和２年２月２１日（金）実施予定 

 

 

１ うかい 雅 彦 議員（自民党議員団） 

１ 環状第４号線の整備について 

⑴ 移転先について 

旧高輪衆議院宿舎跡地だけでは間に合わないのではないか。 

⑵ 白金台区間について 

環状第２号線のような地下トンネル方式を採用できなかったのか。 

２ 「ちぃばす」の運行について 

⑴ ＪＲ高輪ゲートウェイ駅への運行について 

  ２０２４年本開業までの取り組みについて 

⑵ 新ルートについて 

  ＪＲ高輪ゲートウェイ駅開業に伴う新ルート設置の可能性について 

３ 羽田空港機能強化について 

⑴ 落下事故防止に向けた取り組みについて 

  落下事故を防ぐためには、事故を起こした際の罰則を強化していくべきではないのか。 

４ 品川駅周辺のまちづくりについて 

⑴ ２０２７年に向けたまちづくりについて 

２０２７年リニア中央新幹線開通に合わせたまちづくりについて、まちの全体像をどのよ

うに描くのか。 

５ 国有地の活用について 

⑴ 国有地の積極的取得について 

  白金台の厚生労働省白金台分室の取得を、今後の区有施設整備と捉え、積極的に進めて 

いくべきではないか。 

６ 盤石な区政運営について 

⑴ 東京２０２０大会後の区内経済について 

  この６年間は２０２０年に向けて進んできた日本経済であるが、閉会後の景気後退を防 

ぐ施策を打つべきではないか。 
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７ 竹芝桟橋を中心とした観光施策について 

⑴ 竹芝桟橋を中心とした東京湾観光の推進について 

  竹芝桟橋からの船を使った東京湾観光を推進するべきではないか。 

８ 港区観光協会について 

⑴ 自立に向けた道のりについて 

  港区観光協会主導のさまざまな観光施策による収益確保の取り組みをそろそろ行うべき 

ではないか。 

９ 島嶼部との自治体間連携について 

⑴ 島嶼部との自治体間連携の可能性について 

  島嶼部へ新たな観光客を招く取り組みについて 

10 休み時間の子どもたちの遊び場の確保について 

⑴ 児童数に合わせた場所の確保について 

  児童数に合わせた場所は確保できているのか。 

11 ＪＲ高輪ゲートウェイ駅について 

⑴ 仮開業後のまちづくりについて 

  駐車場・駐輪場の整備や、国道１５号線を渡る歩行者の安全確保について 

⑵ 周辺広場の運営について 

  東京２０２０大会のパブリックビューイングや、地元地域の活性化へ向けた取り組みに 

ついて 

12 新橋駅周辺のまちづくりについて 

⑴ 東口・西口のまちづくりについて 

  港区の顔と言える新橋駅の基盤整備についての考えを問う。 

13 区の人口増に対する諸対策について 

⑴ 人口３０万人を見据えた諸対策について 

  想定をするのであるならば、児童数の増加における教室の確保にどう取り組むのか。 

14 港区長選挙における投票率アップの取り組みについて 

⑴ 投票所の活用について 

  より進んだオンライン化を図り、どの投票所でも投票を可能にすべきではないのか。 

15 東京２０２０大会の影響について 

⑴ 大会中の交通対策等について 

  区内での交通渋滞について、どのような想定をして対策を取るのか。 
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16 基金について 

⑴ 震災復興基金について 

ア 使い方をどのように考えているのか。 

イ 工事施工者との契約を取り交わすべきではないのか。 

17 自営業者の健康診断について 

⑴ 受診率向上について 

  自営業者の健康診断受診率の推移はいかがか。 

18 プレーパーク事業について 

⑴ 高輪森の公園でのプレーパーク事業について 

  みなと外遊びの会の皆さんが常設に向けて取り組もうとしている。区としての支援体制 

をしっかりとして、全区にこの流れが広がるようにすべきと考えるがいかがか。 

19 その他 

 

 

２ 石 渡 ゆきこ 議員 （みなと政策会議） 

１ 子どもの育ちを支える環境整備推進に向けた、見えづらい課題に対する取り組みについて 

⑴ 児童相談所の運営について 

開設後の安定した運営体制の確立に向けて、人材確保や育成にどう取り組むのか。また運

営コストの考え方を問う。 

⑵ ヤングケアラーについて 

子どもを通じて、その背後の家族の抱える課題に迫り、必要に応じて行政サービスにつな

げるために、区はヤングケアラーに対してどのようにアプローチをするのか。 

⑶ チャイルド・デス・レビューの導入について 

  港区でもチャイルド・デス・レビューに関する情報収集や導入を検討する必要があるので

はないか。 

２ 誰もが住み続けられる港区について 

⑴ 若者を潰さない社会づくりについて 

就職氷河期世代の就職支援や貧困化の抑止について、区の取り組みを問う。 

⑵ 在宅介護者を潰さない支援策について 

仕事と介護の両立を可能にする介護家族支援を求める。 

⑶ 介護従事者の確保について 

  介護従事者が定着するような職場環境づくりを行政はどうサポートできるか、区の今後の

取り組みを問う。 
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⑷ ずっと住み続けられる港区について 

  住宅の確保に配慮が必要な人たちへの支援策を問う。 

３ １０年先につながる企業支援について 

⑴ 国際商事仲裁の原状と港区が支援する必要性について 

海外と取引のある中小企業の支援策として、港区虎ノ門に誕生する日本国際紛争解決セン

ター（ＪＩＤＲＣ）を積極的に活用すべきこと。その啓発の必要性を問う。 

⑵ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会期間中の交通規制の影響について 

夏の行楽シーズンを直撃する東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会期間中

の交通規制が、区内の規制区域の商店及び小規模事業者に与える影響が著しいため、事業者

を支える対策を準備すべき。 

４ 人権について 

⑴ ハンセン病問題について 

今なお社会に残るハンセン病差別について、差別が社会構造化していった要因に留意し、

偏見差別を根絶するための啓発活動強化に区はどのように取り組むのか。 

５ 科学的な根拠に基づいた政策形成について 

⑴ 次期港区基本計画について 

成果指標が港区基本計画に示されていないが、なぜか。次期港区基本計画の策定につき、

さらに科学的な根拠に基づいた政策形成が必要である。政策の目指す方向性の指標化が必要

であると考えるが、いかがか。 

⑵ 科学的根拠に基づいた政策形成について 

科学的根拠に基づいた政策形成を本格的に行うための人的資源配置はどうなっているのか。

また、現場でのＰＤＣＡサイクルをどのように改善していくのか。 

 ６ その他 

 

 

３ 池 田 たけし 議員 （公明党議員団） 

１ 子宮頸がん予防ワクチン（ＨＰＶワクチン）について 

 接種における最新の情報の提供と、権利失効者に通知を行うべき。 

２ リテンションマネジメントについて 

人材の確保、育成、定着などについて区内企業への支援策を伺う。 

３ ＭａａＳ（モビリティ・アズ・ア・サービス）について 

次世代移動サービス（ＭａａＳ）を見据えた今後の区内の移動について伺う。 

 ４ その他 
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４  琴 尾 みさと 議員 （都民ファーストと日本維新の会） 

１ 多様化する働き方に対応した保育の充実について 

⑴ 夜間保育について 

夜間保育への需要対応について伺う。 

⑵ その他 

２ テレワークの推進について 

ア 職員の新型コロナウイルス感染を防止するために、テレワークを一層推進することにつ

いて伺う。 

イ その他 

３ その他 

 

 

５ 福 島 宏 子 議員 （共産党議員団） 

１ 全世代型社会保障改悪について 

      安倍政権が昨年１２月に発表した全世代型社会保障検討会議での中間報告では高齢者を始め

多くの国民へのさらなる負担と給付削減を押しつける内容。 

後期高齢者の医療費、窓口負担を２割負担に。紹介状なしでの初診料５，０００円を上乗せ

できる病院の規模を拡大する介護保険では施設に入所する低年金者の食費負担を引き上げる。 

    年金でもマクロ経済スライドによる給付削減で、高齢者だけでなく若い世代にも負担を押し

つける。 

    後期高齢者の保険料は一人あたり平均３，９２６円増で、１０１，０５３円と初めて１０万

円を超えました。弱い者いじめのひどい政治。 

ア これ以上の負担増をやめるよう国に申し入れるべき。 

イ その他 

２ 住宅宿泊事業（民泊）について 

昨年、第４回定例会の「民泊に関する請願」の審議で、担当課長は、「民泊事業において、

１８０日間は民泊、その他のあいている期間を１ヶ月以上の賃貸借契約で使用することは不動

産を持っている方の権利になる」と答弁。 

旅館業法では１カ月未満の賃貸借は認めていないがチェックする部署はない。 

ア 公衆衛生上の問題や地域住民とのトラブル防止といった本来の目的からしても、住宅宿

泊事業法に沿った運用にすべき。 

イ 申請のあり方についての問題。家主居住型での申請が、条件を満たさず、４月に出した

届け出を１１月に変更。申請の相談、書類の受け渡しや確認は業務委託し、区の職員が受

理を決定するも、近隣住民の訴えで、実態がわかる。こうしたことを防ぐ対策が必要。 
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ウ 協定を結びたいという地域住民の要求に、区が間に入り協定書の締結ができるよう指導

すべき。 

      エ その他 

３ リーディングアドバイザリースタッフ（ＲＡＳ）の廃止と図書館支援員の業務委託について

の教育委員会の対応について 

教育委員会は有償ボランティアであるリーディングアドバイサリースタッフ（ＲＡＳ）の会

計年度任用職員への移行を内部の検討だけで廃止し、業務委託することを決めた。事実上の雇

い止め。 

ＲＡＳを廃止し学校図書館支援員として業務委託することを、教育委員会にも区民文教常任

委員会にも報告せず議会軽視だ。教育の一環である学校図書館を、利益を追求する民間に業務

委託するなどとんでない。 

ア 民間委託を決定した経過について明らかにすること。民間委託はやめ、区の直営とする

こと。 

イ ＲＡＳの方々の意向をきちんと調査し丁寧な対応をすること。ＲＡＳの方々が継続して

働きたい意向がある場合は直接雇用の職員（会計年度任用職員など）とすること。 

ウ これまで学校図書館運営に携わってきたＲＡＳの方々からの改善要望や提案を今後の計

画にしっかり反映させること。 

エ その他 

４ アレルギー疾患を有する児童への学校給食の対応について 

現在、港区立小学校１８校には延べ人数で７２３名（実数は２９９名）の児童が食物アレル

ギーの診断を受けている。（中学校は２，０５３名中５５名） 

港区は２０１９年に区立幼稚園・小中学校における食物アレルギー対応マニュアルを策定。 

安全・安心な学校給食の提供を第一に考えながらも、全ての児童・生徒にとって給食の時間

が安全で楽しいものとなるようにとしている。 

ア マニュアルに緊急時の医療機関、消防機関との連携や、事故及びヒヤリハット事例の 

情報収集とフィードバックについてなどを盛り込むべき。 

イ 文部科学省は学校給食における食物アレルギー対応指針の中で代替食の提供を理想とし

ている。学校給食でも代替食を提供すること。そのための人員増を行うこと。 

ウ 厚生労働省のアレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針ではアレルギー疾患対策

に係る業務を統括する部署の設置が求められている。アレルギーに関する統括した部署を

設置するべき。 

エ 牛乳アレルギーの児童にパックのお茶等の提供をすること。コストが上回る分は公費で

拠出すること。 

オ 区として、ハムやソーセージについて混入対策をするよう指定業者に要請すること。 
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または混入対策が取られている業者を積極的に選定すること。 

カ その他 

５ 教員の変形労働時間制導入をしないことについて 

昨年、安倍政権は公立学校の教員に１年単位の変形労働時間制を導入可能とする法案「教職

員給与特別措置法」を強行成立させた。これは１日８時間労働の原則を崩し繁忙期と閑散期を

設定し繁忙期の所定労働時間を最大１日１０時間まで伸ばし、閑散期は短くするということ。

働く者の健康と生活にとって問題のある制度。恒常的な残業が無いことが導入の前提。 

港区の過去５年間の教員の病気休職の実態の約７割が精神疾患によるもの。昨年６月の残業

時間は、小学校１８校のうち平均残業時間が文部科学省の定めるガイドラインの残業時間の上

限、月４５時間を下回るところはたったの３校。恒常的に残業がある状態。 

ア 教員として働く夢を抱く若者を応援するためにも港区は教員の変形労働時間制の導入を

しないこと。 

イ １学級の児童数を減らし、授業数に比べあまりに少ない教職員の数を増やし、教員の長

時間労働をなくすこと。 

ウ その他 

６ その他 

 

 

６ 玉 木 まこと 議員 （街づくりミナト） 

１ 羽田空港機能強化について 

⑴ 区ができる騒音対策への支援について 

国の責任で騒音対策が実施されない以上、例えば、住宅の騒音対策工事の費用助成など、

区ができる支援を検討すべきと思うが、区の考えは。 

２ 通学路の安全対策について 

⑴ 工事現場等への指導について 

大規模な工事現場で事業者が行う通学路等の交通安全対策への、区のこれまでの指導内容は。 

⑵ 東京２０２０大会開催の影響について 

東京２０２０大会開催に伴う、大型観光バスや区内の大規模な工事現場や工事関係車両の

増加などによる通学路の安全対策は。 

３ 被災自治体のトイレ支援について 

⑴ 助け合うトイレトレーラーについて 

全国の自治体を助け合う移動式トイレトレーラーについて、区の考えは。 

４ その他 

 


